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②集合住宅における充電器の設置

⚫ 既設の集合住宅において、充電器の導入事例は増加。充電ピークの調整や機械式駐車
場での充電など新たなサービスも登場。

集合住宅向けの充電器設置台数 集合住宅向けの充電器設置・サービスの事例

●管理組合や住民の合意を得やすくするため、
①初期費用は充電事業者が負担する仕組み
②充電に要する電気代はBEVオーナーのみが負担する仕組み

（他の住民の負担とならない仕組み）

など、新たなサービスが登場。

●多数のEVの充電のピークをコントロールし、電力料金の抑制
を目指すサービスが登場。（左図）

●首都圏などに多い機械式駐車場で、前後左右どちらからで
も充電でき、輪番充電もできるサービスも登場。（右図）

公社賃貸住宅の20区画すべての車室
にEV充電コンセントを設置した事例

国の補助制度を活用した集合住宅への充電器の導
入は、2021年度から2022年度で約４倍に増加。
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出典：ユビ電、ユアスタンドHPを基に作成
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②集合住宅における充電器の設置

⚫ 東京都では環境確保条例が改正され、2025年より、都内の新築建築物への充電設備
の設置を義務化。大手ディベロッパーも、新築マンションへの設置を公表している。

東京都の取組（新築建築物への設置義務化） 新築マンションディベロッパーの取組

●東京都は条例を改正し、2025年4月から、5台以上の
駐車区画を有する建物を新築する際に、

✓ 駐車場区画の20％以上の充電器を設置すること

✓ 駐車場区画の50％以上の配管等を整備すること

を整備基準とした。
*大規模新築物（2000㎡以上）、年間の都内供給延床面積が計2万㎡以上の事
業者が対象

●2030年までに都内集合住宅に６万基の充電器を設
置することを目標として設定（21年度末では393基）。

●大京は、今後開発する原則全てのマンションについて

✓ 駐車台数に対して50％の充電コンセントを設置

✓ 残り区画は空配管の設置

する方針を発表。（2022/5）

⚫ 関電不動産開発は、分譲マンション（328戸）にお
いて、駐車場の半分に充電器を設置する方針を発表。

（2023/5）

出典：各社HPを基に作成
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東京都マンションストック戸数（令和3年末）
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マニュアルP30：参考資料４ マンションの駐車場充足率（全国平均93.8%）

図参4-1. マンション駐車場設置率（2010年～2014年）出典：東京カンテイ

参考：東京都環境局HP「建築物環境計画書」の届出データ（2022年1月29日時点）
都内の新築分譲・賃貸マンションのEV充電設備設置率2.6%

【参考】マンション駐車場の実情

潜在的需要47.6万基
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マニュアルモデルケースによる工事費用の目安と国の補助金

普通充電
モデルケース① モデルケース③ モデルケース④

電源供給元 共用部分電盤
特別措置利用
低圧受電

特別措置利用
高圧受電

電源 単相200V 単相200V 単相200V

壁付けタイプ
壁付けタイプ
＋ポール

壁付けタイプ
＋ポール

コンセントタイプ
3kW

1.コンセント
タイプ
3kW

2.ケーブル付

普通充電器

6kW

コンセントタイプ
3kW

ケーブル付

普通充電器

6kW

設置台数 1台 4台 2台 10台 10台

電源供給方法
既存分電盤から供

給
近隣電柱等

から引込・供給
近隣電柱等から引込
受変電設備から供給

配線・配管距離 約20m（露出） 約60m（架空） 約60m（埋設）

工事費用等 約46万円 約121万円 約193万円 約1192万円 約3104万円

補助金 約45.5万円 上限95万円 上限135万円 上限135万円 上限335万円
実質負担金 約0.5万円 約26万円 約58万円 約1,007万円 約2,769万円

約30m（露出）

既存分電盤から供給

普通充電器の種類

モデルケース②

共用部分電盤

単相200V

壁付けタイプ
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④通信等の充電器の規格

⚫ EVの充電インフラを構成する通信プロトコルは、以下４つに大別。
①EVと充電設備、②充電設備と管理・運用システム(CSMS)、③スマート充電(充電電力量や充電時間
等を制御し、EVを電力網全体に統合する機能)、④ローミング(利用者が契約している事業者と異なる充電
設備でもサービスを利用できる機能)

⚫ OCPPは、「②充電設備と管理・運用システム(CSMS)」間の通信を標準化する通信規格。Open Charge 
Alliance（OCA）にて開発・保守され、オープンで誰もが利用できる（どのメーカーでも使用することがで
きるように仕様が公開されている）。

⚫ 充電に関する情報を交換したり保守を含む充電設備を操作したりすることを目的とし、利点としては、「クラウド
（CSMS）から、充電設備に直接指示が可能である。また、いずれの充電サービサーでも、専用端末等を用
意することなく、接続することが可能である。

出典：充電インフラプロトコル OCPPへの対応（東光高岳技報）https://www.tktk.co.jp/research/report/pdf/2022/gihoNo9_16.pdf
ElaadNL EV related protocol study v1.1, pp.14 （2016）

https://www.tktk.co.jp/research/report/pdf/2022/gihoNo9_16.pdf
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